
（文　書　番　号）

○○年○○月○○日

ＩＣＴドリームスクール実践モデル公募事務局あて

　　　　　　　（申請主体名）

　　　　　　　　　　　　　　　　　　（代表者の職）　　（代表者の氏名）　　
平成２７年度「先導的教育システム実証事業」ドリームスクール実践モデルに係る事業実施計画書（提案書）等の提出について

平成２７年度「先導的教育システム実証事業」ドリームスクール実践モデルに係る事業実施計画書（提案書）等について、別添のとおり提出します。

平成２７年度「先導的教育システム実証事業」
ＩＣＴドリームスクール実践モデル　事業実施計画書（提案書）
	実施主体

	
	実施主体名
	※団体名を記載
　例：○○市立〇〇学校
※連携主体の場合は全構成団体と代表団体を記載

　例：連携主体（○○市、・・・及び・・・）　代表　○○市

	
	代表者名
	例１）○○市立〇〇学校長 ○○ ○○
※連携主体の場合は代表団体の首長名を記載

例２）○○市長 ○○ ○○

	
	実施主体の形態
	□学校　□都道府県、特別区又は市町村(単独)　□民間企業　□NPO法人

□２以上の団体からなる連携主体　
※該当する形態をチェック（■）すること。

	
	担当者連絡先
	○○市立〇〇学校 副校長 ○○　○○
住所：○○市○○町○○

電話番号：00-1234-5678
E-mail：*****@*******.**
※担当部局・役職、担当者氏名、住所、電話番号、メールアドレスを記載


0． 必要要件への同意等（以下の要件に同意する場合、代表者印を押印すること）

a. 総務省及びエヌ・ティ・ティ・コミュニケーションズ株式会社（以下、請負事業者）の求めに応じ、学習・教育クラウド・プラットフォームを活用し、校内学習、校外学習、家庭学習等を実施すること。
b. 本実証の実施に当たって、総務省及び請負事業者との調整を迅速に図るため、ＩＣＴドリームスクール実践モデルを実施する学校のＩＣＴ環境等に精通したプロジェクトマネージャーを設置すること。
c. 本実証では、学習記録データやシステムを利用した際に採取できるログデータはクラウド上にある学習・教育クラウド・プラットフォーム上に保管し、本実証で利用・分析を行い、その結果の公表を想定している。なお、各種データをビッグデータとして活用する場合には個人が特定できないように収集し、保管、利用・分析及び公表時においても個人が特定されることはない。これら各種データのクラウド上での保管、利用・分析、その結果の公表について了承すること。
・学習記録データ
　　　　　　例：コンテンツ情報（学年、教科、単元、ページ、回答）、タイムスタンプ（日時、経過時間）等
・システム上のログデータ
　　　　　　例：ログイン履歴、接続元情報（ＩＰアドレス）、ウェブ閲覧履歴情報　等
　※クラウド環境は、日本国内のデータセンターで運用設置されており、取り扱うデータは日本国内のみで管理する。
d. 平成27年９月以降、学習・教育クラウド・プラットフォームに教材コンテンツを提供するためのマーケットプレイスを実装することを想定している。マーケットプレイス上から教材コンテンツを入手する際、請負事業者の指示に従って手続きを進めること。
e. 本実証研究の応募にあたっては、ICTドリームスクール実践モデル 平成２７年度募集要項の内容を全て理解した上で実施することとし、研究の実施に当たっては総務省及び請負事業者の指示に従うこと。
f. 実証に当たっては、「先導的教育システム実証事業」評価委員会（以下「評価委員会」という。）や関係する研究会等と連携しながら行う。提案者及びＩＣＴドリームスクール実践モデルを実施する学校は、評価委員会等への情報提供や意見交換・助言等に協力すること。
g. 実践モデルの選定後、総務省及び請負事業者と調整のうえ、改めて事業実施計画書を作成・提出すること。
h. g.で作成した事業実施計画書の実施状況等については、報告書を提出すること（提出期限は平成２８年３月中旬、様式は総務省及び請負事業者の指示に従うこと）。
代表者名　○○　○○　
１．実証校の規模と校種

※　ＩＣＴドリームスクール実践モデルを実施する学校の校種（小学校、中学校、高等学校、中等教育学校及び特別支援学校、その他）、学校名、所在地、全校生徒数、学年毎の生徒数及びクラス数について記載すること。なお、記載情報については、平成２７年４月１日現在（見込み）のものとする。

※　特筆すべき事項がある場合には、その他の欄に記述すること。

※　学校数が複数となる場合は、以下を複製して記載すること。
　
	項目
	内容

	校種
	小学校 or 中学校 or 高等学校 or 特別支援学校orその他

	学校名等（ふりがな）
	○○市立○○小学校（○○）

	所在地
	○○県○○市○○町Ｘ－Ｘ―Ｘ

	全校生徒数
	○○人

	実証対象となる学年、生徒数、クラス数
	○学年：○人（ＸＸクラス）
○学年：○人（ＸＸクラス）
○学年：○人（ＸＸクラス）

	タブレット等の情報端末の配備状況

（実証対象学年が主に利用する台数）
	○学年：○台／○人

○学年：○台／○人

○学年：○台／○人

※共用等の場合は、学校での配備状況を記載すること

	電子黒板等の配備状況

（実証対象学年の普通教室への配備台数）
	○学年：○台／○教室

○学年：○台／○教室

○学年：○台／○教室



	その他
	特筆すべき事項があれば記入すること


２．ICTドリームスクール実践モデル　事業実施計画書
※1：記述欄が不足する場合は適宜追加すること。

※2：説明の補足のため、必要に応じてイラストや図を入れること。

※3：実施計画に当たっては、総務省の指定する請負事業者の構築する学習・教育クラウド・プラットフォームを使用した授業計画を記載すること。

※4：以下の検証項目を踏まえて、実施内容を作成すること。
＜計画概要＞

	項目
	内容

	事業概要
	事業の概要について記載


	３モデルとの適合性
	＜３モデル＞

「学校・家庭・地域の連携型」など記載（複数記載可能）
＜適合性＞
上で記入したモデルとの適合性について記載。


	事業により得られることが見込まれる成果・効果及び定量的なKPI
	＜事業により得られることが見込まれる成果・効果＞

事業による教育効果などについて記載
＜KPI＞

上の実証成果・効果のうち、実証において達成すべき最も重要な事項について定量的なKPIを年度ごとに設定すること。
○2015年度

○2016年度

○2017年度

○2018年度


	実践モデルを普及させるための計画
	実践モデルを普及させるための計画について記載。


	費用対効果
	経費支出計画に対する実証成果・効果の優位性や、効率的に実証研究を実施するための工夫について記載。


＜具体的な取組内容＞

実践モデルについて具体的な取組内容、実証及び事業効果の検証方法などを記載。
＜年間スケジュール＞
実証に当たっての年間スケジュールの概要を記載
＜事業実施体制＞
実証対象となる児童・生徒を含めて、体制図も含めて関係者の責任と役割が明確にわかるように記載。
３．プロジェクトマネージャーに関する情報

	項目
	内容

	組織名、役職
	ＸＸ株式会社、ＸＸ部ＸＸ課　課長

	担当者名
	○○　○○

	住所
	○○県○○市○○　○○　○○

	電話番号
	00-1234-5678

	E-mail
	*****@*******.**

	特記事項
	


※担当部署・役職、担当者氏名、住所、電話番号、メールアドレスを記載
　
別添１





赤字は記載例等のため提出時には削除すること
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